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 （注）１．当行は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．当行及び国内連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 ３．１株当たり情報の算定上の基礎は、「第５ 経理の状況」中、「１ 四半期連結財務諸表」の「１株当たり

情報」に記載しております。 

    ４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりませ

ん。 

 ５．自己資本比率は、（期末純資産の部合計－期末少数株主持分）を期末資産の部の合計で除して算出しており

ます。 

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

  

平成20年度 
第１四半期連結
累計(会計)期間

平成21年度 
第１四半期連結
累計(会計)期間

平成20年度 

(自 平成20年 
４月１日 

至 平成20年 
６月30日)

(自 平成21年 
４月１日 

至 平成21年 
６月30日)

(自 平成20年 
４月１日 

至 平成21年 
３月31日)

経常収益 百万円  7,746  6,359  28,099

経常利益 百万円  1,444  683  489

四半期純利益 百万円  985  431 ── 

当期純利益 百万円 ── ──  1,113

純資産額 百万円  56,944  59,100  54,553

総資産額 百万円  1,242,985  1,272,633  1,258,331

１株当たり純資産額 円  569.10  590.73  545.11

１株当たり四半期純利益

金額 
円  9.88  4.33 ── 

１株当たり当期純利益金

額 
円 ── ──  11.17

潜在株式調整後１株当た

り四半期純利益金額 
円  －  － ── 

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額 
円 ── ──  －

自己資本比率 ％  4.56  4.62  4.31

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
百万円  5,369  5,453  △6,652

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
百万円  △11,176  △11,013  10,509

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
百万円  △334  △300  △705

現金及び現金同等物の四

半期末（期末）残高 
百万円  20,991  24,425  30,285

従業員数 人  1,026  1,029  994

－1－



 当第１四半期連結会計期間において、当行グループ（当行及び当行の関係会社）が営む事業の内容については、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社についても、異動はありません。 

 当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

(1）連結会社における従業員数 

 （注）１．従業員数は就業人員（当行グループから当行グループ外への出向者を除き、当行グループ外から当行グルー

プへの出向者を含む）であり、臨時従業員数（嘱託・臨時・パートタイマー・人材会社からの派遣社員）を含

んでおりません。 

２．臨時従業員数は、〔 〕内に当第１四半期連結会計期間の平均人員を外書きで記載しております。 

(2）当行の従業員数 

 （注）１．従業員数は就業人員（当行から社外への出向者を除く）であり、臨時従業員数（嘱託・臨時・パートタイマ

ー・人材会社からの派遣社員）を含んでおりません。 

２．臨時従業員数は、〔 〕内に当第１四半期会計期間の平均人員を外書きで記載しております。 

  

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成21年６月30日現在

従業員数（人） 
 

〔376〕 

1,029

  平成21年６月30日現在

従業員数（人） 
 

〔358〕 

1,008

－2－



 「生産、受注及び販売の状況」は、銀行業における業務の特殊性のため、該当する情報がないので記載しておりま

せん。 

  当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券

報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。  

      当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

 以下の記載における将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当行グループ（当行、連結子会社及

び持分法適用会社）が判断したものであります。 

・業績の状況  

      当第１四半期連結会計期間におけるわが国の経済を顧みますと、在庫調整の進展から生産が高い伸びを示したほ

か、輸出も持ち直すなど、国内景気は底打ちの様相を見せ始めました。しかし、企業の生産活動は依然として低い水

準であり、設備の過剰感に加え雇用情勢も一層の悪化が予想されるなど、国内景気は下押しリスクを内在しておりま

す。 

     当行グループの主たる営業基盤である新潟県の経済につきましては、生産の持ち直しの兆しや輸出の下げ止まり、

公共投資の増加などの一方で、企業収益や設備投資の減少を背景に雇用情勢が悪化し、個人消費も力強さに欠けるな

ど、県内景気は下げ止まりつつあるもののその水準は低位でありました。      

     このような経済状況のもとで、当行グループの当第１四半期連結会計期間の連結経営成績につきましては、資金運

用収益56億１百万円（前年同四半期比２億66百万円減少）、役務取引等収益５億６百万円（前年同四半期比１億10百

万円減少）等により経常収益は63億59百万円（前年同四半期比13億87百万円減少）となりました。また、資金調達費

用７億70百万円（前年同四半期比１億91百万円減少）、役務取引等費用３億83百万円（前年同四半期比12百万円減

少）、株式等償却及び不良債権処理費用等により経常費用は56億76百万円（前年同四半期比６億25百万円減少）とな

り、その結果、連結経常利益は６億83百万円（前年同四半期比７億61百万円減少）となりました。 

    これらにより、当第１四半期連結会計期間の純利益は、特別利益60百万円、特別損失30百万円、法人税等合計２億

79百万円等から４億31百万円（前年同四半期比５億54百万円減少）となりました。 

   当第１四半期連結会計期間末における連結財政状態につきましては、総資産１兆2,726億33百万円（前年度末比143

億２百万円増加）、純資産は591億円（前年度末比45億47百万円増加）となりました。主要科目につきましては、貸

出金8,317億96百万円（前年度末比151億50百万円減少）、有価証券3,454億39百万円（前年度末比181億10百万円増

加）、預金１兆1,832億95百万円（前年度末比102億37百万円増加）となりました。  

  

・キャッシュ・フローの状況 

  

当第１四半期連結会計期間のキャッシュ・フローの状況は以下の通りであります。 

営業活動によるキャッシュ・フローは、貸出金の減少による151億49百万円の増加、預金の増加による102億36百万

円の増加、コールローン等の増加による199億83百万円の減少等により54億53百万円の流入（前年同四半期比84百万

円流入増加）となりました。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、有価証券の償還・売却・取得による収支△108億81百万円等で110億13百万

円の流出（前年同四半期比１億63百万円流出減少）となりました。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払２億49百万円及びリース債務の返済による支出49百万円等で

３億円流出（前年同四半期比34百万円流出減少）しました。 

これにより当第１四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物は244億25百万円（前年同四半期末は209億91百万

円）となりました。 

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

－3－



(1) 国内・国際業務部門別収支 

 資金運用収支は国内業務部門46億円（合計に対する割合95.2％）、国際業務部門２億30百万円（合計に対する

割合4.8％）となりました。 

 役務取引等収支は国内業務部門１億22百万円（合計に対する割合99.3％）、国際業務部門０百万円（合計に対

する割合0.7％）となりました。 

 （注）１．国内業務部門は国内店の円建取引、国際業務部門は国内店の外貨建取引であります。 

２．相殺消去額は、国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の利息であります。 

種類 期別 
国内業務部門 国際業務部門 相殺消去額(△) 合計 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

資金運用収支 
前第１四半期連結会計期間  4,745  160  －  4,905

当第１四半期連結会計期間  4,600  230  －  4,831

うち資金運用収益 
前第１四半期連結会計期間  5,684  211  29  5,867

当第１四半期連結会計期間  5,362  271  31  5,601

うち資金調達費用 
前第１四半期連結会計期間  939  51  29  961

当第１四半期連結会計期間  761  40  31  770

役務取引等収支 
前第１四半期連結会計期間  219  1  －  220

当第１四半期連結会計期間  122  0  －  123

うち役務取引等収益 
前第１四半期連結会計期間  613  3  －  616

当第１四半期連結会計期間  503  3  －  506

うち役務取引等費用 
前第１四半期連結会計期間  394  1  －  395

当第１四半期連結会計期間  380  2  －  383

その他業務収支 
前第１四半期連結会計期間  35  1  －  37

当第１四半期連結会計期間  42  55  －  98

うちその他業務収益 
前第１四半期連結会計期間  36  1  －  38

当第１四半期連結会計期間  43  55  －  98

うちその他業務費用 
前第１四半期連結会計期間  1  －  －  1

当第１四半期連結会計期間  0  －  －  0

－4－



(2) 国内・国際業務部門別役務取引の状況 

 役務取引等収益は、国内業務部門の預金・貸出業務及び為替業務を中心に５億６百万円となりました。 

 また、役務取引等費用は、国内業務部門を中心に３億83百万円となりました。 

  

種類 期別 
国内業務部門 国際業務部門 相殺消去額(△) 合計 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

役務取引等収益 
前第１四半期連結会計期間  613  3  －  616

当第１四半期連結会計期間  503  3  －  506

うち預金・貸出業務 
前第１四半期連結会計期間  142  －  －  142

当第１四半期連結会計期間  137  －  －  137

うち為替業務 
前第１四半期連結会計期間  205  2  －  207

当第１四半期連結会計期間  191  2  －  193

うち証券関連業務 
前第１四半期連結会計期間  20  －  －  20

当第１四半期連結会計期間  15  －  －  15

うち代理業務 
前第１四半期連結会計期間  6  －  －  6

当第１四半期連結会計期間  6  －  －  6

うち保護預り・貸金

庫業務 

前第１四半期連結会計期間  1  －  －  1

当第１四半期連結会計期間  2  －  －  2

うち保証業務 
前第１四半期連結会計期間  55  0  －  55

当第１四半期連結会計期間  11  0  －  11

うち投信・保険窓販

業務 

前第１四半期連結会計期間  137  －  －  137

当第１四半期連結会計期間  105  －  －  105

役務取引等費用 
前第１四半期連結会計期間  394  1  －  395

当第１四半期連結会計期間  380  2  －  383

うち為替業務 
前第１四半期連結会計期間  38  1  －  40

当第１四半期連結会計期間  34  2  －  36

－5－



(3) 国内・国際業務部門別預金残高の状況 

○ 預金の種類別残高（末残） 

 （注）１．流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金 

 ２．定期性預金＝定期預金＋定期積金 

  

種類 期別 
国内業務部門 国際業務部門 相殺消去額(△) 合計 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

預金合計 
前第１四半期連結会計期間  1,151,241  2,588  －  1,153,829

当第１四半期連結会計期間  1,180,797  2,497  －  1,183,295

うち流動性預金 
前第１四半期連結会計期間  346,409  －  －  346,409

当第１四半期連結会計期間  361,229  －  －  361,229

うち定期性預金 
前第１四半期連結会計期間  793,949  －  －  793,949

当第１四半期連結会計期間  810,643  －  －  810,643

うちその他 
前第１四半期連結会計期間  10,882  2,588  －  13,470

当第１四半期連結会計期間  8,924  2,497  －  11,421

譲渡性預金 
前第１四半期連結会計期間  －  －  －  －

当第１四半期連結会計期間  －  －  －  －

総合計 
前第１四半期連結会計期間  1,151,241  2,588  －  1,153,829

当第１四半期連結会計期間  1,180,797  2,497  －  1,183,295
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(4) 貸出金残高の状況 

○ 業種別貸出状況（残高・構成比） 

  

 （注）１．海外店分及び特別国際金融取引勘定分は該当ありません。 

    ２．日本標準産業分類の改定（平成19年11月）に伴い、当四半期連結会計期間から業種の表示を一部変更してお

ります。  

  

業種別 
平成20年６月30日 

貸出金残高(百万円) 構成比（％）

国内（除く特別国際金融取引勘定分）  804,140  100.00

製造業  87,220  10.85

農業  4,187  0.52

林業  126  0.02

漁業  328  0.04

鉱業  3,205  0.40

建設業  74,037  9.21

電気・ガス・熱供給・水道業  344  0.04

情報通信業  3,428  0.43

運輸業  16,446  2.05

卸売・小売業  78,481  9.76

金融・保険業  8,209  1.02

不動産業  71,203  8.85

各種サービス業  108,686  13.51

地方公共団体  68,301  8.49

その他  279,930  34.81

業種別 
平成21年６月30日 

貸出金残高(百万円) 構成比（％）

国内（除く特別国際金融取引勘定分）  831,796  100.00

製造業  94,255  11.33

農業，林業  4,856  0.58

漁業  330  0.04

鉱業，採石業，砂利採取業  2,754  0.33

建設業  77,485  9.32

電気・ガス・熱供給・水道業  624  0.08

情報通信業  3,928  0.47

運輸業，郵便業  18,650  2.24

卸売業，小売業  81,216  9.76

金融業，保険業  12,436  1.50

不動産業，物品賃貸業  82,067  9.87

サービス業等  99,272  11.93

地方公共団体  70,117  8.43

その他  283,795  34.12
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（１）主要な設備の状況 

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。  

（２）設備の新設、除却等の計画  

 当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等につい

て、重要な変更はありません。 

  

第３【設備の状況】
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 該当事項はありません。 

 該当事項はありません。 

  

平成21年６月30日現在の株主一覧表を確認した結果、当第１四半期会計期間において、大株主の異動はありま

せん。  

  

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  200,000,000

計  200,000,000

種類 
第１四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成21年６月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成21年８月14日） 

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名 

内容 

普通株式  100,014,000  100,014,000 東京証券取引所市場第二部 
単元株式数 

1,000株  

計  100,014,000  100,014,000 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【ライツプランの内容】

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（千株） 

発行済株式総
数残高 
（千株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成21年４月１日～ 

平成21年６月30日 
 －  100,014  －  10,000,000  －  8,208,919

（５）【大株主の状況】
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 ①【発行済株式】 

   

②【自己株式等】 

   

（６）【議決権の状況】

  平成21年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式     377,000 － 単元株式数 1,000株 

完全議決権株式（その他） 普通株式  99,312,000  99,312 同上 

単元未満株式 普通株式     325,000 － 
１単元（1,000株） 

未満の株式 

発行済株式総数  100,014,000 － － 

総株主の議決権 －  99,312 － 

  平成21年６月30日現在

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義所有 
株式数（株） 

他人名義所有 
株式数（株） 

所有株式数の 
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社大光銀行 
新潟県長岡市大手

通一丁目５番地６ 
 377,000  －  377,000  0.38

計 ──────  377,000  －  377,000  0.38
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【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は東京証券取引所市場第二部におけるものであります。  

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

２【株価の推移】

月別 
平成21年 
４月 

５月 ６月 

最高（円）  213  198  199

最低（円）  173  184  183

３【役員の状況】
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１．当行の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しておりますが、資産及び負債の分類並びに

収益及び費用の分類は、「銀行法施行規則」（昭和57年大蔵省令第10号）に準拠しております。 

 なお、前第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日 至平成20年６月30日）は改正前の四半期連結財務諸表規

則に基づき作成し、当第１四半期連結会計期間（自平成21年４月１日 至平成21年６月30日）及び当第１四半期連結

累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年６月30日）は改正後の四半期連結財務諸表規則に基づき作成しておりま

す。 

２．当行は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日 

至平成20年６月30日）に係る四半期連結財務諸表については監査法人トーマツによる四半期レビューを受け、また、

当第１四半期連結会計期間（自平成21年４月１日 至平成21年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自平成21

年４月１日 至平成21年６月30日）に係る四半期連結財務諸表については有限責任監査法人トーマツによる四半期レ

ビューを受けております。 

  なお、監査法人トーマツは、監査法人の種類の変更により、平成21年７月１日をもって有限責任監査法人トーマツ

となっております。 

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

現金預け金 24,425 30,285

コールローン及び買入手形 45,000 25,000

買入金銭債権 35 52

商品有価証券 57 55

金銭の信託 3,009 3,000

有価証券 ※3  345,439 ※3  327,329

貸出金 ※1  831,796 ※1  846,946

外国為替 4,024 4,079

その他資産 4,663 4,628

有形固定資産 ※2  14,358 ※2  14,329

無形固定資産 1,100 1,213

繰延税金資産 6,402 9,446

支払承諾見返 3,312 2,907

貸倒引当金 △10,992 △10,941

資産の部合計 1,272,633 1,258,331

負債の部   

預金 1,183,295 1,173,058

コールマネー及び売渡手形 960 982

借用金 2,000 2,000

外国為替 0 0

社債 8,000 8,000

その他負債 6,740 7,251

賞与引当金 429 739

役員賞与引当金 9 27

退職給付引当金 5,277 5,327

役員退職慰労引当金 200 198

睡眠預金払戻損失引当金 198 198

偶発損失引当金 613 591

利息返還損失引当金 31 31

再評価に係る繰延税金負債 2,463 2,463

支払承諾 3,312 2,907

負債の部合計 1,213,533 1,203,778

純資産の部   

資本金 10,000 10,000

資本剰余金 8,208 8,208

利益剰余金 36,604 36,422

自己株式 △122 △122

株主資本合計 54,691 54,509

その他有価証券評価差額金 1,934 △2,428

土地再評価差額金 2,233 2,233

評価・換算差額等合計 4,167 △194

少数株主持分 241 239

純資産の部合計 59,100 54,553

負債及び純資産の部合計 1,272,633 1,258,331
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（２）【四半期連結損益計算書】 
  【第１四半期連結累計期間】  

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

経常収益 7,746 6,359

資金運用収益 5,867 5,601

（うち貸出金利息） 4,775 4,499

（うち有価証券利息配当金） 1,023 1,072

役務取引等収益 616 506

その他業務収益 38 98

その他経常収益 1,224 153

経常費用 6,301 5,676

資金調達費用 961 770

（うち預金利息） 899 714

役務取引等費用 395 383

その他業務費用 1 0

営業経費 3,653 3,712

その他経常費用 ※1  1,290 ※1  809

経常利益 1,444 683

特別利益 109 60

固定資産処分益 15 －

償却債権取立益 91 60

その他の特別利益 2 －

特別損失 37 30

固定資産処分損 37 30

税金等調整前四半期純利益 1,516 713

法人税、住民税及び事業税 506 41

法人税等調整額 27 237

法人税等合計  279

少数株主利益又は少数株主損失（△） △2 2

四半期純利益 985 431
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 1,516 713

減価償却費 252 265

持分法による投資損益（△は益） △9 △9

貸倒引当金の増減（△） 770 50

賞与引当金の増減額（△は減少） △300 △310

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △22 △18

退職給付引当金の増減額（△は減少） △16 △50

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △37 2

偶発損失引当金の増減（△） 24 22

資金運用収益 △5,867 △5,601

資金調達費用 961 770

金銭の信託の運用損益（△は運用益） △257 △9

有価証券関係損益（△） △705 △2

為替差損益（△は益） 0 △1

固定資産処分損益（△は益） 22 30

貸出金の純増（△）減 14,331 15,149

預金の純増減（△） △4,051 10,236

コールローン等の純増（△）減 △4,992 △19,983

コールマネー等の純増減（△） △31 △22

商品有価証券の純増（△）減 7 △1

外国為替（資産）の純増（△）減 △4 54

外国為替（負債）の純増減（△） △3 △0

資金運用による収入 5,727 5,457

資金調達による支出 △758 △742

その他 △393 △177

小計 6,160 5,823

法人税等の支払額 △791 △370

営業活動によるキャッシュ・フロー 5,369 5,453

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有価証券の取得による支出 △101,677 △58,655

有価証券の売却による収入 4,335 3,658

有価証券の償還による収入 86,166 44,116

有形固定資産の取得による支出 △69 △125

有形固定資産の売却による収入 79 0

無形固定資産の取得による支出 △11 △8

その他 － 0

投資活動によるキャッシュ・フロー △11,176 △11,013
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（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

リース債務の返済による支出 △33 △49

配当金の支払額 △298 △249

少数株主への配当金の支払額 △1 △1

自己株式の取得による支出 △1 △0

自己株式の売却による収入 － 0

財務活動によるキャッシュ・フロー △334 △300

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △6,141 △5,860

現金及び現金同等物の期首残高 27,133 30,285

現金及び現金同等物の四半期末残高 20,991 24,425
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【簡便な会計処理】

  
当第１四半期連結会計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

１．貸倒引当金の計上方法  「破綻先」、「実質破綻先」に係る債権等及び「破綻懸念先」で個別の予

想損失額を引き当てている債権等以外の債権に対する貸倒引当金につきまし

ては、平成21年３月期の貸倒実績率等を適用して計上しております。 

２．繰延税金資産の回収可能性の判断 

  

 繰延税金資産の回収可能性の判断につきましては、一時差異の発生状況に

ついて前連結会計年度末から大幅な変動がないと認められるため、同年度末

の検討において使用した将来の業績予測及びタックス・プランニングの結果

を適用しております。 
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末 
（平成21年６月30日） 

前連結会計年度末 
（平成21年３月31日） 

※１．貸出金のうち、リスク管理債権は以下のとおりであ

ります。 

※１．貸出金のうち、リスク管理債権は以下のとおりであ

ります。 

破綻先債権額 2,714百万円

延滞債権額 27,401百万円

３ヵ月以上延滞債権額 244百万円

貸出条件緩和債権額 2,902百万円

破綻先債権額 2,554百万円

延滞債権額 27,461百万円

３ヵ月以上延滞債権額 280百万円

貸出条件緩和債権額 2,546百万円

 なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であ

ります。 

 なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であ

ります。 

※２．有形固定資産の減価償却累計額 8,964百万円 ※２．有形固定資産の減価償却累計額 8,892百万円

※３．有価証券中の社債のうち、有価証券の私募（金融商

品取引法第２条第３項）による社債に対する保証債務

の額は6,480百万円であります。 

※３．有価証券中の社債のうち、有価証券の私募（金融商

品取引法第２条第３項）による社債に対する保証債務

の額は6,760百万円であります。 

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

※１．その他経常費用には、貸出金償却188百万円、貸倒

引当金繰入額784百万円、株式等償却９百万円を含ん

でおります。 

※１．その他経常費用には、貸出金償却191百万円、貸倒

引当金繰入額201百万円、偶発損失引当金繰入額188百

万円、株式等償却202百万円を含んでおります。 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係 

（単位：百万円） （単位：百万円）

平成20年６月30日現在 平成21年６月30日現在 

  

現金預け金勘定 20,991

現金及び現金同等物 20,991

現金預け金勘定 24,425

現金及び現金同等物 24,425
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１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

      該当事項はありません。 

  

３．配当に関する事項 

 配当金支払額 

  

前第１四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間

（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 

 銀行事業の経常収益及び経常利益の金額は、全セグメントの経常収益の合計及び経常利益の金額の合計額に

占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

前第１四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間

（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 

 在外子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

前第１四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間

（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日） 

 国際業務経常収益が、連結経常収益の10％未満のため、国際業務経常収益の記載を省略しております。 

（株主資本等関係）

  （単位：千株）

  当第１四半期連結会計期間末株式数 

発行済株式      

普通株式  100,014

合計  100,014

自己株式      

普通株式  377

合計  377

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たりの
金額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成21年６月24日

定時株主総会 
普通株式  249 2.5 平成21年３月31日 平成21年６月25日 利益剰余金 

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

【所在地別セグメント情報】

【国際業務経常収益】
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当第１四半期連結会計期間末 

※１．企業集団の事業の運営において重要なものであり、前連結会計年度の末日に比して著しい変動が認められ

るものは、次のとおりであります。 

※２．四半期連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「買入金銭債権」中の信託受益権を含めて記載しておりま

す。 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成21年６月30日現在） 

 （注） 時価は、当第１四半期連結会計期間末日における市場価格等に基づいております。 

２．その他有価証券で時価のあるもの（平成21年６月30日現在） 

（注） １．四半期連結貸借対照表計上額は、当第１四半期連結会計期間末日における市場価格等に基づく時価により計

上したものであります。 

２．その他有価証券で時価のあるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時

価が取得原価まで回復する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって四半期連結貸借対

照表価額とするとともに、評価差額を当第１四半期連結累計期間の損失として処理（以下「減損処理」とい

う。）しております。 

  当第１四半期連結累計期間における減損処理額は、その他有価証券で時価のある株式について201百万円、

時価のない株式について０百万円であります。なお、時価が「著しく下落した」と判断するための「合理的な

基準」として、期末日の時価が簿価の30％以上下落したものについて、個々の銘柄の時価の回復可能性の判断

を行い、時価が回復する見込みがあると認められないものについて減損処理を行っております。 

（追加情報） 

  変動利付国債の時価については、従来、市場価格をもって四半期連結貸借対照表計上額としておりました

が、昨今の市場環境を踏まえた検討の結果、市場価格を時価とみなせない状態にあると判断し、当第１四半期

連結会計期間においては、合理的に算定された価額をもって四半期連結貸借対照表計上額としております。 

 これにより、市場価格をもって四半期連結貸借対照表価額とした場合に比べ、「有価証券」は3,533百万

円、「その他有価証券評価差額金」は2,106百万円それぞれ増加し、「繰延税金資産」は1,427百万円減少して

おります。  

変動利付国債の合理的に算定された価額は、国債の利回り等から見積もった将来キャッシュ・フローを、同

利回りに基づく割引率を用いて割引くことにより算定しており、国債の利回り及び同利回りのボラティリティ

が主な価格決定変数であります。  

  

（有価証券関係）

  
四半期連結貸借対照表計上額

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

社債  399  393  △5

その他  16,928  15,036  △1,892

合計  17,327  15,429  △1,897

  取得原価（百万円） 
四半期連結貸借対照表計上額

（百万円） 
評価差額（百万円） 

株式  4,192  5,407  1,214

債券  256,886  260,748  3,861

国債  153,145  156,411  3,265

地方債  36,925  37,368  442

社債  66,814  66,968  153

その他  56,837  54,698  △2,139

合計  317,917  320,854  2,937
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当第１四半期連結会計期間末 

 企業集団の事業の運営において重要なものであり、前連結会計年度の末日に比して著しい変動が認められるも

のは、次のとおりであります。 

(1）金利関連取引（平成21年６月30日現在） 

  該当ありません。 

(2）通貨関連取引（平成21年６月30日現在） 

 （注）上記取引については時価評価を行い、評価損益を四半期連結損益計算書に計上しております。 

  

(3）株式関連取引（平成21年６月30日現在） 

  該当ありません。 

(4）債券関連取引（平成21年６月30日現在） 

  該当ありません。 

(5）商品関連取引（平成21年６月30日現在） 

  該当ありません。 

(6）クレジット・デリバティブ取引（平成21年６月30日現在） 

  該当ありません。 

（デリバティブ取引関係）

区分 種類 
契約額等 
（百万円） 

時価（百万円） 
評価損益 
（百万円） 

店頭 

為替予約       

売建  68  68  0

買建  28  28  0

  合計  －  97  0
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１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純利益金額等 

 （注）１．１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、次のとおりであります。 

２. なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式がないので記載しておりま

せん。 

 該当事項はありません。 

 該当事項はありません。  

  

  

  

  

（１株当たり情報）

    
当第１四半期連結会計期間末 

（平成21年６月30日） 
前連結会計年度末 

（平成21年３月31日） 

１株当たり純資産額 円  590.73  545.11

    
前第１四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

１株当たり四半期純利益金額 円  9.88  4.33

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金

額 
円  －  －

    
前第１四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

１株当たり四半期純利益金額              

四半期純利益 百万円  985  431

普通株主に帰属しない金額 百万円  －  －

普通株式に係る四半期純利益 百万円  985  431

普通株式の期中平均株式数 千株  99,656  99,638

（重要な後発事象）

２【その他】
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 該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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独立監査人の四半期レビュー報告書 

  

      平成20年８月４日

        

株式会社大光銀行       

取締役会 御中       

      

        

  監査法人トーマツ 

        

  
指定社員 

業務執行社員 
公認会計士 手塚 仙夫  印 

        

  
指定社員 

業務執行社員 
公認会計士 白井 正   印 

        

  
指定社員 

業務執行社員 
公認会計士 神代 勲   印 

        

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社大光銀

行の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成

20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連

結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社大光銀行及び連結子会社の平成20年６月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 



独立監査人の四半期レビュー報告書 

  

      平成21年８月７日

        

株式会社大光銀行       

取締役会 御中       

      

        

  有限責任監査法人トーマツ 

        

  
指定有限責任社員 

業務執行社員 
公認会計士 手塚 仙夫  印 

        

  
指定有限責任社員 

業務執行社員 
公認会計士 杉田 昌則  印 

        

  
指定有限責任社員 

業務執行社員 
公認会計士 神代 勲   印 

        

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社大光銀

行の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成

21年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半

期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社大光銀行及び連結子会社の平成21年６月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 



  

【表紙】

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成21年８月14日 

【会社名】 株式会社大光銀行 

【英訳名】 THE TAIKO BANK,LTD.  

【代表者の役職氏名】 取締役頭取  中島 富雄 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 新潟県長岡市大手通一丁目５番地６ 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

株式会社大光銀行 東京支店 

（東京都豊島区西池袋三丁目28番13号）  

株式会社大光銀行 川口支店 

（埼玉県川口市本町三丁目６番22号）  



当行取締役頭取中島富雄は、当行の第108期第１四半期（自平成21年４月１日 至平成21年６月30日）の四半期報

告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。 

特記すべき事項はありません。 

  

１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２【特記事項】




